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１．背景と目的 

日本の都市では，西洋近代化と人口増加にともない建築物が密

集し，地上緑地の確保が困難になった。この傾向は現在に至るま

で継続しており，緑被率の向上が緑地政策の大きな目標として設

定されてきた。緑地確保の代替手段の一つとして屋上緑化があり，

昭和期初期から造園学者らによって注目されている 1)。平成以降

になると，1990 年代以降の国の環境政策，2001 年の東京都「自

然保護条例」改正に端を発する全国的な「屋上緑化義務化」の流れ

によって，全国的に屋上緑化の施工面積は増加してきている 2)。一

方，2016年に出された国土技術政策総合研究所の報告では「“都市

が拡大基調にある中で如何に緑地を確保するか”から“拡大を前提

としない社会でも緑を通じたまちづくりによって人々の豊かな暮

らしを如何に実現するか”へとその主眼を移行し，（中略）都市経営

の一員として都市形成に関与していく必要がある」3)とあり，従来

の緑量増加を是とする政策から緑地の質を重視した政策へと移行

してきている。すなわち，「屋上緑化義務化」は緑地拡大の推進力

になった点を評価できるものの，都市形成への継続的関与の方法

論には検討の余地があると考えられる。 

屋上緑化に関する既往の知見の多く，植栽基盤や土壌開発，潅水

方法，植物種など緑化工学の分野で具体的な技術に関する研究が

多くを占めている。また，気象工学の分野において多くの知見が

蓄積されているほか，近年ではグリーンインフラとして屋上緑化

が注目を集めている。たとえば多島ら 4)はとくに土壌に着目し，黒

土やマサ土単体よりも改良土壌を用いることで雨水貯留効果が高

まることを示し，石原ら 5)は緑化屋根における雨水排水遅延効果

を検討し，植物よりも土壌の影響が大きいことなどを示した。 

屋上緑化をふくむ建築物の緑化に関して，御手洗ら 6)は，建築物

緑化にかかわる法制度の比較を通し，2001年の東京都の「自然保

護条例」改正などを契機として開発・建設行為を対象とする制度

から建築物そのものを対象とする制度が主流となったことを明ら

かにした。さらに，御手洗ら 7)では，緑化義務の内容について，緑

化の最低面積が設定され，小規模増改築の際にも義務が課される

こと，基準が自治体間でさまざまであることなどを明らかにした。

また，湯淺ら 8)は，自治体の緑化ガイドラインには樹種選定や緑化

率が詳細に記載されている一方で管理点検など中長期的な方策が

示されていないことが報告したほか，熊倉ら 9)は，自治体による建

築物緑化の助成金の助成件数と予算額が減少傾向にあること，助

成金額が高いほど複合的な緑化がなされること，助成後に自治体

による管理実態調査がない場合でも屋上緑地が維持されるケース

が多いことなどを明らかにした。これらは2001年以降の屋上緑化

にかかわる政策論であり，制度の運用実態などが把握されつつあ

る。一方で，緑化によるインセンティブや財政的な支援がなく，そ

もそも開発行為に対する義務ではなかった時期に生み出された屋

上緑地に対しても，その継続性や存続の状況を確認することが必

要とされる。 

また，日本における先駆的な建築家による屋上緑化の研究とし

て塚野ら 10)があり，前川国男がル・コルビュジエの建築作品にお

ける屋上庭園からの影響を通時的に分析し，構成要素の形態的特

徴を直接的に受容することから，次第に公共建築における屋上庭

園に屋内外の視覚的な連続性や散策動線を付加するなど，独自の

手法を編み出すに至ったことを明らかにしており，設計意匠に関

する知見も蓄積されてきている。 

以上，屋上緑化に関わる既往研究を概観したが，屋上緑地は建築

物に付随するため建築物の状態に大きな影響を受ける。そのため，

建築物の状態変化に大きく影響を受ける。それゆえ，都市形成へ

の継続的関与を考慮すると，屋上緑地誕生後の状況については，

建築物との関わりの中で屋上緑地がどのように残存，消滅，状態

変化したかに着目することができる。しかし，この観点からの研

究は見あたらない。歴史的には，屋上緑化は明治，大正期より，ホ

テルや百貨店など商業施設を中心に展開され，集客や宣伝効果を

狙った多様な空間が造成されてきた。しかし，山島ら 11)が三越を

事例として指摘した通り，商業施設であるがゆえにその時点の価
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値判断によって他の異なる空間へと改変される可能性がある。他

方，公共建築への屋上緑化は昭和初期に上原 12)によってその必要

性が説かれ，戦後になると公共施設への屋上緑化が本格的に展開

された。近年の知見では，鈴木ら 13)が，屋上緑化がなされた公共

施設と民間施設とを比較し，公開率が約 6 割であること，公共施

設で公開される屋上緑地面積が民間施設の 4 倍以上であること，

主たる利用形態が庭園利用であることなどを明らかにした。本研

究では，この公共施設に着目するが，その理由としては公共事業

によって建設された地域の中核施設であること，建築物としての

規模が大きいこと，民間施設よりも更新の頻度が低く近年では長

寿命化が志向されていること，多数の利用者が想定されているこ

とから都市景観上の重要性が高く，緑地誕生後の状況を把握する

ことに意義を見出せる。 

以上の視角から，本研究では，屋上緑化が義務化される以前，す

なわち 2000 年以前の公共施設の屋上緑化の残存および消滅の経

緯を明らかにすること，長期的な視野での屋上緑地のライフサイ

クルについて論じ考察することを目的とした。 

なお，本研究においては，公共施設を「国および地方公共団体が

所有する施設のうちひろく一般市民が利用できる施設」14)，屋上緑

化を「建築物の2階以上の屋上部分に植栽を施す行為」，屋上緑地

を「建築物の 2 階以上の屋上部分に植栽を有する空間」と定義す

る。屋上庭園，屋上菜園などの語は個別の事例において使用する

こととし，カギカッコを付した。また，屋上緑地の残存・消滅の両

語に関しては，維持管理行為に伴って一時的に存在しない状態で

はなく，屋上緑地が同一の場所に復元される見通しがない状態を

消滅とし，修繕や改変を経た同一の場所への復元を残存とした。 

  

２．研究方法 

（１）事例収集 

事例の収集には以下に挙げる文献から，写真，説明文，設計図に

おいて屋上緑地を確認できる事例を抽出し，屋上防水の機能劣化

として想定される10-15年，公共施設で求められる耐用年数60年
15)の時間軸よりも長い期間の事例を収集した。事例の収集に用い

た文献の一つ目は，雑誌『新建築』16)である。1925年8月からほ

ぼ毎月発行され，最も歴史の長い商業建築雑誌である。各号に最

新の作品が多数紹介され，系統的事例収集に適している。第 1 号

の1925年8月号から2000年12月号までの全冊を参照した。二

つ目は書籍の『建築緑化入門』17)と『屋上緑化設計・施工ハンドブ

ック』18)である。屋上緑化の歴史が事例とともに体系的にまとめら

れており，事例収集に適していると判断した。 

（２）事例の現況確認と整理表の作成，残存・消滅プロセスの導出 

事例の確認にはGoogle Earth Proを用い，上記雑誌，書籍への

記載当時と近年の衛星画像との比較を行い，建築物および屋上緑

地の残存・消滅の状況を把握した 19)。また，状況が変化した背景，

理由を把握するため，各施設のホームページ等の閲覧，新聞記事

検索，ヒアリング調査を行った。ヒアリング調査は，2020年3月

から 9 月にかけて電話またはメールにて行った。屋上緑地の消滅

が認められた施設や用途，所有者が変化した施設の管理担当者ま

たは施設代表者に対し，屋上緑地が消滅したか否かを確認し，消

滅した時期，理由を尋ねた。さらに，重要事例と位置付けられたも

のについては，2019年 11月から 2020年 6月にかけて現地を訪

れ，管理担当者から屋上緑地の存続，消滅の理由と状態変化の時

期を聞き取った。以上の調査を通して，建築物の種別を，主たる用

途の観点から，庁舎，公民館・コミュニティーセンター，美術館・

博物館，図書館，学校・教育施設，体育・運動施設，ホール，複合

型施設，病院・福祉施設，宿泊・休憩所，その他に分類し，整理表

を作成した。 

 その上で，屋上緑地の残存および消滅の理由を考察し，残存・消

滅プロセスをフロー図として導出した。 

 

３．結果と考察 

（１）公共施設の屋上緑地 

まず，2000 年以前に誕生した公共施設の屋上緑地として計 96

事例を確認できた（表－1）20)。作品の完成年代は 1930年代以前

が3事例，1960年代が2事例，1970年代が19事例，1980年代

が25事例，1990年代が45事例， 2000年が2事例となり，公共

施設の屋上緑地は年代が進むにつれて増加した。 

次に，建築物の用途別にみると，美術館・博物館が25事例，ホ

ールが13事例，複合型施設が12事例，図書館が11事例，学校・

教育施設が7事例，庁舎が6事例，体育館・運動施設が5事例，

宿泊施設・休憩所が 5 事例，公民館・コミュニティーセンターが

4 事例，病院・福祉施設が 4事例，その他が 4事例となり，市民

が文化とふれあい，活動を展開する公共施設で屋上緑化が行われ

てきたといえる。 

建築物と屋上緑地の状態をみると，両者が残存する事例は86事

例（全体の90%）あり，屋上緑地のみが消滅した事例は6事例（同

6%），建築物と屋上緑地がともに消滅した事例は 4事例（同 4%）

だった。建築物と屋上緑地のいずれかの状態の変化は1960年代に

1 事例（当年代の事例の 50%），1970 年代に 7事例（同 37%），

1980年代に1事例（同8%），1990年代に2事例（同4%）みら

れ，このうち建築物と屋上緑地の両者が消滅した事例は1970年代

に3事例（同18%），1990年代に1事例（同2%）だった。完成

年代が古いほど何らかの状態変化が起きた事例の割合が多く，公

共施設で求められる耐用年数 60 年 18)の半分を経過していない比

較的新しい建築物であっても建築物と屋上緑地が滅失する事例が

あった。 

建築物が残存したものの，建設当初から用途が変化したものと

しては 3事例を確認できた。今帰仁村中央公民館（1975 年完成）

は現在，今帰仁村教育委員会が入り，大阪府立泉佐野勤労青少年

研修センター（1978年完成）は，倉庫として使用されている。北

上川・運河交流館水の洞窟（1999年完成）は，東日本大震災の影

響で休館が続いている。いずれの施設も自治体あるいは国が所有

し，所有者は変わっていなかった。 

所有権が民間に移った事例としては 1 事例を確認できた。埼玉

厚生年金休暇センター（1980年完成）は2000年代以降に民間施

設となったが，植栽の変化はみられなかった。 

また，福岡県立美術館（1979年完成）は2016年から改修を行

ったが，設計時の意匠が尊重され，屋上緑地部分の改変は行われ

なかった。 

（２）建築物との関わりかたからみた屋上緑地の消滅 

１）建築物と屋上緑地の両者が消滅した事例 

 芦屋市立精道保育所（1973 年完成）は，2019 年から建て替え

工事が進行しており，2021年に開園予定のこども園設計平面図に

は2階バルコニーに「屋上菜園」を確認できる 21)。既存の屋上緑

地は撤去され，新規の屋上緑地が設置されることになる。 

大村市立図書館（1973年完成）は，建物の老朽化と県立図書館

との併合を理由として2017年に休館し，建て替えにより屋上緑地

は建物ごと消滅した。2019年に完成した新しい図書館には新規の

屋上緑地の敷設は計画されなかった。 

 横浜市教育文化センター（1974年完成）は，2013年の閉館後，

2018年に解体され，跡地には一般市民も利用可能な私立大学のキ

ャンパスが建設されることが決定されている。外観イメージ図に

屋上緑地を確認できることから 22)，当地には新しい屋上緑地が誕

生する可能性が高い。 

 出石町ひぼこホール（1993年完成）は，老朽化による維持管理

の費用が問題化したこと，財政上の理由から，市の規模に応じた
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文化施設の統合，配置を意図して2018年に利用停止となった。音表－1 文献に掲載された1915年から2000年までの屋上緑地を持つ公共施設一覧 

 

注１）複数紹介されている事例は該当する建築物のみ掲載した。また，スペースの都合上「コミュニティーセンター」をコミュC，「設計事務所」などをAEと略した。 

注２）施設の用途が変化した事例には作品名と建築物種別に下線を付し，建築物または屋上緑地が消滅した事例には灰色網掛けで示した。 

 作品
完成年

建築物（作品）の名称 所在地 建築物種別 設計者
建築物
状態

屋上
緑地
状態

Google
Earth
撮影年

出
典

巻 号

1915年 旧秋田商会ビル 山口県下関市 美術館・博物館 西澤忠三郎 現存 現存 2019年
1935年 朝倉彫塑館（旧朝倉文夫氏庭園） 東京都台東区 美術館・博物館 朝倉文夫 現存 現存 2019年
1935年 東京市立高輪臺小學校 東京都港区 学校・教育施設 東京市営繕部 現存 現存 2020年 11 5
1962年 神奈川県青少年センター・ホール 神奈川県横浜市 複合型施設 前川国男AE 現存 消滅 2019年 38 1
1966年 埼玉会館 埼玉県さいたま市 ホール 前川国男AE,横山AE 現存 現存 2020年 41 7
1972年 市原市庁舎第２庁舎 千葉県市原市 庁舎 ARCOM 現存 消滅 2019年 48 5
1972年 千葉県がんセンター 千葉県千葉市 病院・福祉施設 吉武泰水,浦良一,西野範夫,伊藤誠 現存 現存 2018年 49 4
1973年 山口県立図書館 山口県山口市 図書館 鬼頭梓AE 現存 現存 2020年 48 11
1973年 芦屋市立精道保育所 兵庫県芦屋市 学校・教育施設 山崎泰孝環境AE 消滅 消滅 2018年 48 11
1973年 大村市立図書館 長崎県大村市 図書館 武AE,日亜AE 消滅 消滅 2019年 49 12
1974年 横浜市教育文化センター 神奈川県横浜市 学校・教育施設 前川国男AE 消滅 消滅 2020年 49 9
1974年 茨城県笠松運動公園体育館 茨城県那珂郡 体育館・運動施設 日本大学小林美夫研究室,アトリエK 現存 消滅 2019年 50 1
1974年 兵庫県立図書館 兵庫県明石市 図書館 兵庫県建築部営繕課 現存 現存 2018年 50 6
1975年 愛知県緑化センター 愛知県豊田市 美術館・博物館 瀧光夫（設計）,中村一（造園） 現存 現存 2018年 51 7
1975年 今帰仁村中央公民館 沖縄県国頭郡 公民館・コミュC 象設計集団,アトリエモビル 現存 消滅 2018年 52 11
1976年 東京都立夢の島総合体育館 東京都江東区 体育館・運動施設 東京都,坂倉AE東京事務所 現存 現存 2020年 52 4
1977年 日野市庁舎 東京都日野市 庁舎 岡設計 現存 現存 2018年 53 1
1978年 群馬県立図書館 群馬県前橋市 図書館 岡田新一AE 現存 現存 2018年 53 12
1978年 大阪府立泉佐野勤労青少年研修センター 大阪府泉佐野市 学校・教育施設 大阪府建築部営繕室,東畑AE 現存 現存 2019年 54 3
1978年 神戸市須磨離宮植物園・温室 兵庫県神戸市 美術館・博物館 神戸市住宅局営繕部,瀧光夫,荒木造園AE 現存 現存 2018年 55 10
1979年 藤枝市立図書館 静岡県藤枝市 図書館 前川国男AE 現存 現存 2018年 54 7
1979年 岡山市立オリエント美術館 岡山県岡山市 美術館・博物館 岡田新一AE 現存 現存 2018年 54 7
1979年 福岡市美術館 福岡県福岡市 美術館・博物館 前川国男AE 現存 現存 2019年 55 1
1979年 和歌山市民会館 和歌山県和歌山市 ホール 日建設計・大阪 現存 現存 2019年 55 3
1980年 埼玉厚生年金休暇センター 埼玉県入間郡 宿泊施設・休憩所 日建設計 現存 現存 2019年 55 6
1980年 福岡市植物園・温室 福岡県福岡市 美術館・博物館 福岡市建設局建築部営繕課,瀧光夫 現存 現存 2018年 55 10
1980年 茅ケ崎市民文化会館 神奈川県茅ケ崎市 ホール 岡設計 現存 現存 2019年 55 12
1980年 茨城県港公園望遠塔 茨城県神栖市 その他 アトリエ・K 現存 現存 2018年 56 3
1981年 名護市庁舎 沖縄県名護市 庁舎 Team ZOO 象設計集団＋アトリエ・モビル 現存 現存 2018年 57 1
1981年 前橋市新庁舎 群馬県前橋市 庁舎 坂倉AE東京事務所 現存 現存 2018年 57 1
1981年 新潟県立自然科学館 新潟県新潟市 美術館・博物館 石本AE 現存 現存 2018年 57 6
1983年 石川県林業試験場展示館 石川県白山市 美術館・博物館 瀧光夫 現存 消滅 2019年 58 1
1983年 名古屋市中小企業振興会館 愛知県名古屋市 ホール 名古屋市建設局,黒川紀章AE,シンワ設備AE 現存 現存 2019年 59 4
1984年 熱帯ドリームセンター 沖縄県国頭郡 美術館・博物館 沖縄総合事務局開発建設部,日建設計 現存 現存 2018年 60 4
1985年 練馬図書館 東京都練馬区 図書館 岡設計 現存 現存 2019年 60 9
1985年 西宮市教育文化センター 兵庫県西宮市 複合型施設 久米建設事務所 現存 現存 2017年 60 10
1985年 川崎市立葬祭場 神奈川県川崎市 その他 川崎市建設局 現存 現存 2018年 60 11
1985年 調布市総合体育館 東京都調布市 体育館・運動施設 石黒哲郎・久米AE 現存 現存 2020年 60 12
1986年 静岡県立美術館 静岡県静岡市 美術館・博物館 設計共同企業体静岡設計連合 現存 現存 2018年 61 6
1986年 世田谷区民健康村ふじやまビレジ 群馬県利根郡 宿泊施設・休憩所 林雅子,林・山田・中原設計同人 現存 現存 2018年 61 11
1986年 世田谷区民健康村なかのビレジ 群馬県利根郡 宿泊施設・休憩所 坂倉AE東京事務所 現存 現存 2018年 61 11
1986年 国立国会図書館新館 東京都千代田区 図書館 前川国男AE,MIDO同人・中田準一 現存 現存 2020年 61 11
1986年 藤沢市総合市民図書館 神奈川県藤沢市 図書館 岡田新一AE 現存 現存 2019年 62 3
1986年 館林市三の丸芸術ホール 群馬県館林市 ホール 岡設計 現存 現存 2018年 62 3
1987年 一宮市博物館 愛知県一宮市 美術館・博物館 内井昭蔵AE,一宮市建築部 現存 現存 2019年 63 3
1988年 横浜女性フォーラム 神奈川県横浜市 複合型施設 芦原AE 現存 現存 2020年 63 10
1988年 苫小牧市サンガーデン 北海道苫小牧市 美術館・博物館 岡田新一AE 現存 現存 2020年 64 4
1988年 伊勢原市立図書館 神奈川県伊勢原市 図書館 仙田満,環境デザイン研究所 現存 現存 2018年 64 6
1989年 藤沢市湘南台文化センター 神奈川県藤沢市 複合型施設 長谷川逸子・建築計画工房 現存 現存 2019年 64 9
1990年 日立シビックセンター 茨城県日立市 複合型施設 坂倉AE東京事務所 現存 現存 2019年 66 4
1990年 伊丹市立サンシティホール 兵庫県伊丹市 公民館・コミュC 坂倉AE大阪事務所 現存 現存 2018年 67 11
1991年 岡山シンフォニーホール 岡山県岡山市 ホール 芦原建築設計研究所,アール・アイ・エー 現存 現存 2018年 67 1
1992年 川崎市大山街道ふるさと館1991 神奈川県川崎市 美術館・博物館 川崎市建築局,富永譲＋フォルムシステムAE 現存 現存 2018年 67 11
1993年 北九州市立国際村交流センター 福岡県北九州市 複合型施設 石井和鉱AE 現存 現存 2018年 68 9
1993年 出石町ひぼこホール 兵庫県豊岡市 ホール TEAM ZOO,いるか設計集団 消滅 消滅 2019年 69 12
1994年 西新井文化ホール 東京都足立区 ホール 岡設計 現存 現存 2019年 69 5
1994年 リアス・アーク美術館 宮城県気仙沼市 美術館・博物館 早稲田大学石山修武研究室 現存 現存 2017年 69 10
1994年 東京都大島支庁 東京都大島町 庁舎 湯澤建築設計研究所 現存 現存 2016年 69 11
1994年 東京都臨海副都心清掃工場 東京都江東区 その他 長倉康彦,小林克弘＋デザインスタジオ 現存 現存 2020年 69 11
1994年 境港文化ホール シンフォニーガーデン 鳥取県境港市 ホール 高松伸AE 現存 現存 2018年 69 12
1995年 アクロス福岡 福岡県福岡市 複合型施設 日本設計,竹中工務店,E・アンバース 現存 現存 2019年 70 7
1995年 葛西臨海公園展望広場レストハウス 東京都江戸川区 宿泊施設・休憩所 谷口建築設計研究所 現存 現存 2018年 70 10
1995年 世田谷区立中町小学校 東京都世田谷区 学校・教育施設 世田谷区建設部営繕第2課,内井昭蔵AE 現存 現存 2018年 70 10
1995年 文化パルク城陽 京都府城陽市 複合型施設 西村征一郎,京都工繊大,城陽市建築課,昭和設計 現存 現存 2019年 71 3
1996年 長崎原爆資料館 長崎県長崎市 美術館・博物館 久米設計 現存 現存 2018年 71 8
1996年 宮城県慶長使節船ミュージアム 宮城県石巻市 美術館・博物館 石井和紘AE 現存 現存 2019年 71 9
1996年 山口県文化ホールいわくに 山口県岩国市 ホール 大谷幸夫・大谷研究室 現存 現存 2019年 71 9
1996年 滋賀県立琵琶湖博物館 滋賀県草津市 美術館・博物館 滋賀県土木部建築課,日建設計 現存 現存 2019年 72 2
1996年 泉佐野市総合文化センター 大阪府泉佐野市 ホール 東畑AE 現存 現存 2019年 72 3
1996年 大阪府立中央図書館 大阪府東大阪市 図書館 大阪府建築部営繕室,日建設計 現存 現存 2019年 72 5
1996年 門入の郷 椿の城 香川県寒川町 その他 多田善昭AE 現存 現存 2018年 72 11
1996年 倉敷市立玉島北中学校 岡山県倉敷市 学校・教育施設 重村力,Team Zoo/いるか設計集団,倉敷建築設計C 現存 現存 2019年 72 12
1996年 大田区立池上会館 東京都大田区 公民館・コミュC MHS松田平田 現存 現存 2020年 72 12
1997年 桐生市市民文化会館 群馬県桐生市 ホール 坂倉AE東京事務所 現存 現存 2019年 72 7
1997年 岡山県南部健康づくりセンター 岡山県岡山市 体育館・運動施設 坂倉AE東京事務所・丸川AE設計共同体 現存 現存 2018年 72 7
1997年 武蔵野市立千川小学校 東京都武蔵野市 学校・教育施設 岡田新一AE 現存 現存 2020年 72 11
1997年 越知町横倉山自然の森博物館 高知県高岡郡 美術館・博物館 安藤忠雄AE 現存 現存 2018年 73 1
1998年 高崎シティホール 群馬県高崎市 庁舎 久米建設 現存 現存 2019年 73 6
1998年 石川県ふれあい昆虫館 石川県白山市 美術館・博物館 瀧光夫 現存 現存 2017年 73 11
1998年 草千里トイレ 熊本県阿蘇市 宿泊施設・休憩所 アトリエ・ワン＋斎藤百樹AE 現存 現存 2018年 73 11
1998年 大田市立図書館 島根県大田市 図書館 ナックAE＋IMUAE 現存 現存 2018年 73 12
1998年 新潟市民芸術文化会館 新潟県新潟市 ホール 長谷川逸子・建築計画工房 現存 現存 2019年 74 1
1998年 ガレリアかめおか 京都府亀岡市 複合型施設 池原義郎・AE 現存 現存 2019年 74 3
1998年 東京都立晴海総合高等学校体育施設 東京都中央区 体育館・運動施設 アルセッドAE 現存 現存 2018年 74 3
1998年 鳥取県立フラワーパーク 鳥取県南部町 美術館・博物館 アーキテクトファイブ 現存 現存 2018年 74 6
1998年 広島市立矢野南小学校 広島県広島市 学校・教育施設 象設計集団 現存 現存 2019年 74 7
1998年 ふれあいエスプ塩竈 宮城県塩竈市 公民館・コミュC 長谷川逸子・建築計画工房 現存 現存 2018年 74 8
1998年 桂浜ふれあいセンター 広島県呉市 複合型施設 長谷川逸子・建築計画工房 現存 現存 2019年 74 8
1998年 上平村五箇山生活館 富山県南砺市 美術館・博物館 E・トーレス,M・ラペーニャ 現存 現存 2017年 74 11
1999年 君津市保健福祉センターふれあい館 千葉県君津市 病院・福祉施設 坂倉AE東京事務所 現存 現存 2018年 74 4
1999年 北上川・運河交流館 水の洞窟 宮城県石巻市 美術館・博物館 隈研吾建築都市AE 現存 現存 2019年 74 9
1999年 文化フォーラム春日井 愛知県春日井市 複合型施設 安井AE 現存 現存 2019年 75 2
1999年 富山県総合福祉会館 富山県富山市 病院・福祉施設 池原義郎・AE 現存 消滅 2019年 75 5
1999年 師勝町総合福祉センター もえの丘 愛知県北名古屋市 病院・福祉施設 高松伸＋高松伸AE 現存 現存 2018年 75 7
2000年 三方町縄文博物館 福井県若狭町 美術館・博物館 横内敏人AE 現存 現存 2018年 75 6
2000年 CESS埼玉県環境科学国際センター 埼玉県加須市 学校・教育施設 横河健/横河設計工房 現存 現存 2019年 75 8
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文化施設の統合，配置を意図して2018年に利用停止となった。音

楽団体を中心にホールの存続を訴える住民運動が勃興したものの，

その後屋上緑地ごと解体された 23) 24)。 

２）屋上緑地のみが消滅した事例 

建築物が現存し，屋上緑地のみが消滅したものとして 6 事例を

確認した。このうち，神奈川県青少年センター・ホール（1962年

完成），市川市庁舎第2庁舎（1972年完成），茨城県笠松運動公園

体育館（1974 年完成），石川県林業試験場展示館（1983 年完成）

については，屋上緑地の撤去の経緯を知る担当者がすでに退任し，

屋上緑地撤去の事実のみを確認できた。 

今帰仁村中央公民館（1975年完成）（写真－1）は，竣工時の屋

上に，強い日差しから建築物を守るためのつる植物が生育してい

た。しかし，パーゴラそのものとパーゴラを設置している屋根部

分の基盤が経年劣化し植物の管理が困難になったこと，台風によ

って植物や植栽基盤への被害が出たことから，安全性に配慮して

2016年頃に屋上緑地は完全に撤去された。 

 富山県総合福祉会館（1999年完成）は，竣工時には4階に展

望スペースとして植栽を施した屋上を開放していたが，来館者の

屋上利用の必要性がなくなり，緑地の管理費用の削減方針に従

い，2017年ごろに屋上緑地を撤去した。現在は防草シートを敷

設している。 

（３）建築物との関わりからみた屋上緑地の残存 

１）誕生後そのまま存続 

 屋上緑地が残存するものは86事例（全体の90%）あり，その多

くは静岡県立博物館（1986年完成）のように，特段の外形的変化

はなく屋上緑地が存続している。また，名護市庁舎（1981年完成）

のように，もともと屋上緑化が施工された箇所に加え，地上から

植物が伸長し，建物全体の緑量が増えた事例も見られた。 

２）条例や法令による状態の保存 

東京市立高輪臺小学校（1935 年完成，図－1，以下高輪台小学

校）は関東大震災後の復興小学校の一つであり，戦災を免れ現在

に至っている。2004年，東京都景観条例に基づき東京都選定歴史

的建造物に選定された。2004年ごろの大規模改修時に一旦屋上緑

地が撤去されたものの，その後，建設当初の外観への回復が目指

され，「屋上庭園」部分を含めて復元が行われた。さらに，改修後

には芝生や一年草を植栽した空間が新たに誕生した。2018年から

の校舎増改築は東京都歴史的景観保全の指針に基づき現状を改変

することなく行われた 25)。 

旧秋田商会ビル（1915年完成，写真－2）は，下関市の地元有力

者の自宅兼オフィスとして建築され，建築当初から屋上に緑化が

行われた。1997年に下関市が遺族から買い取り，改修した後，観

光案内所および博物館として運用されてきた。「施主の発案とされ

る独創的な計画は，屋上庭園を含めて他に類を見ない」ことや，建

築物全体が下関地区の歴史的景観を構成していること，施工図も

多数残っていることなどから，2015年「旧秋田商会ビル（下関観

光情報センター）附 屋上庭園及び離れ座敷，防火壁，建築関係図

面」として下関市登録有形文化財に指定された 27)。 

朝倉彫塑館の「屋上菜園」（1935年完成，写真－3）は，彫塑家

朝倉文夫の新アトリエ棟屋上に設置された。1986年に台東区の所

管となり，4棟ある建築部分が2001年に国の登録有形文化財に指

定され，2008年に「その独特の造形意匠及び空間構成には文夫の

芸術思想の特質である自然観がよく表れている。建築と一体を成

す庭園の芸術上・観賞上の価値は高」いと評価を受け 28)，地上部

の日本風庭園と合わせ旧朝倉文夫氏庭園として国の名勝に指定さ

れた。保存管理の設定年代は，朝倉文夫の思想が最も反映されて

いる晩年の昭和 30 年代となっており，「屋上菜園」部分はその当

時の状態の保存に重点が置かれ，現在に至るまでほぼ変化は見ら

 

写真－1 今帰仁村中央公民館（2019年12月筆者撮影） 

 

 

図－1 東京市立高輪臺小学校「屋上庭園」 

注）『東京市の学校建設事業』26)より引用 

 

 

写真－2 旧秋田商会ビル屋上（2019年11月筆者撮影） 

 

 

写真－3 朝倉彫塑館「屋上菜園」（2020年6月筆者撮影） 
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れていない。管理方針として現状の景観を維持することが明記さ

れている 29)。 

以上 3 事例は，いずれも行政が施設を保有し保護されているも

のだった。屋上緑地が文化財に指定されるとその保存が求められ

る。旧秋田商会ビル，朝倉彫塑館（旧朝倉文雄氏庭園）の 2 事例

は今後も現在の状態が維持され保存される事例と考えられ，屋上

緑地部分に対して文化財指定の網をかけた点に最大の特徴がある。

本研究の分析対象ではないが，民間施設の屋上緑地の事例を見る

と，日本橋髙島屋の建築部分が2008年に国の重要文化財に指定さ

れ，現在は屋上緑地部分も創建当時の意匠を残すエリアを中心に

文化財化を志向しているが 30)，それ以外の屋上緑地部分は変更が

ありうる。高島屋の事例は過去の増改築時に屋上緑地が改変され

てきた経緯 31)を持つが，初期に設置された噴水や植栽があり，屋

上緑地部分の文化財指定により保存される可能性がある。屋上緑

地の保護，文化財化は，個人住宅や民間施設ではなく，長期にわた

る有効な活用が求められるため，地域の拠点として多くの人の利

用が想定される公共施設と適合性があると考えられる。 

 

４．総合考察 

 本研究は，「屋上緑化義務化」時代を迎える前，すなわち 2000

年以前に建築され屋上緑化の行為が付随する公共施設を対象に，

屋上緑地の残存・消滅の状況をみてきた。その結果，屋上緑地の存

否は，建築物の老朽化と建築行為の有無に大きく左右されること，

屋上緑地を設置するがゆえに発生する基盤等の劣化やコスト面に

よって屋上緑地が撤去され得ることが明らかとなった。 

前章の建築物との関わりからみた屋上緑地の残存，消滅のプロ

セスを整理，統合すると，図－2のように総括できる。ここでは，

屋上緑地誕生後から消滅，残存などの状態変化に至る転換点によ

ってそのパターンを分類，概説し，各代表事例が持つ価値，意義に

触れた上で，緑地政策への示唆について論じ考察する。 

（１）建築行為の有無 

屋上緑地誕生後の存否は建築物の状態に強く依存し，まず，建築

物の老朽化が状態変化への重要な契機となっていると考えられた。

老朽化によって建築物の機能不全が進展し，さらに，建て替えな

どの建築行為が生じると，出石町ひぼこホールの事例にみられた

ように，建築物の消滅と同時に屋上緑地が消滅する，大村市立図

書館の事例のように建築物を更新しても屋上緑地が再生されない，

横浜市教育文化センターと芦屋市立精道保育所の事例のように，

建て替え後に新規の屋上緑地が施工される，という 3 つのパター

ンが確認された。 

一方，建築行為がない場合，埼玉会館のように建築後50年以上

が経過しても完成当時の状態が維持され屋上緑地に変化がないも

の，あるいは戦前の旧秋田商会ビル，朝倉彫塑館（旧朝倉文夫氏庭

園）のように文化財の指定を受けた，あるいは高輪台小学校のよ

うに保存の枠組みを受けたことにより屋上緑地の状態が保存され

るパターンが確認された。なお，埼玉会館は国の文化財指定を目

指しており，戦前3事例に続く可能性を持つ事例である。 

屋上緑地の文化財化は，屋上緑地政策として都市の質の高い緑

地を長期にわたり残し継承する方策であり，より多くの市民に公

共財としての価値を提供することにつながる。なかでも，文化財

保護法に基づく名勝指定は，空間，景観の価値や外形的特徴を保

存できると期待される。 

（２）屋上緑地撤去の有無 

 建築物が老朽化していても機能が維持されている場合，建築行

為には至らない。つぎに屋上緑地の撤去が論点となるが，たとえ

ば，山口県立図書館（1973年完成）などの事例では屋上緑地の改

変はなされず，屋上緑地は存在し続けている。一方，今帰仁村中央

公民館や富山県総合福祉会館のように，建築物自体の機能は維持

されていても，安全上の問題，財政上の問題が生じた場合，屋上緑

地の撤去行為により屋上緑地が消滅する可能性を有する。なお，

富山県総合福祉会館は屋上緑地が敷設されて 18 年程度で撤去さ

れており，防水層の更新が契機となった可能性を指摘できる。こ

うした公共施設の緑地は市民の共通財産であり，たとえば，撤去

理由などを情報公開するなど透明性を高める工夫が必要であろう。 

（３）屋上緑地のライフサイクル 

 設置後の経過年数からみると，1960年代から1970年代に屋上

緑化がなされた公共施設として確認できた全 21 事例のうち 33％

にあたる 7 事例が消滅しており，これはこれまでに消滅が確認さ

れた全 10 事例のうち 70％に相当する。完成年代が古いほど何ら

かの状態変化が起きており，建築物と屋上緑地の残存状況から言

えば，建築物に付随する屋上緑地の存否は建築物の残存に大きく

規定される関係にある。しかし，公共施設は市民の活動拠点であ

り日常的な利用が想定され，その屋上には市民が視認，利用でき

る緑地もある。このような屋上緑地の景観的な公共性に加えて，

設置，管理に対して税金が投入されていることを考慮すると，建

築物の老朽化に端を発する屋上緑地の状態変化については把握す

 

 
図－2 公共施設の屋上緑地の残存・消滅プロセス 
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べきであり，本研究が示した公共施設の屋上緑地のライフサイク

ルは，緑地のライフステージの確認に有効と考えられる。 

一方，本研究では公共施設の屋上緑地の残存・消滅のパターンを

示したが，大多数の現状維持されている屋上緑地は，いずれ建築

物の老朽化に伴い建築物消滅，あるいは屋上緑地の撤去が進むと

予想される。屋上緑地も経年劣化する特性を持つ以上，いずれは

存立の危機と向き合い，消滅するか新しい屋上緑地へと作り替え

られていくものである。また，屋上緑地の計画論全体を考えると，

価値が認められた屋上緑地をどのようにまもっていくのかという

視点も重要と考えられる。現在のところ，屋上緑地が半永久的に

残る方策は，文化財化による保存にある。完成から50年以上経過

し，その価値が問われる事例の増加が想定される状況下で，朝倉

彫塑館などの先駆的事例は今後の指針になると考えられる。 

５．おわりに 

 今回提示した屋上緑地の残存・消滅プロセスは，2000年以前の

屋上緑化がなされた公共施設を対象としたが，たとえば，商業施

設においても建築物の消滅と屋上緑地の消滅との間にはある関係

性を想定でき，本研究が示した研究の枠組みを設定可能である。

一方，1960年代に完成した民間オフィスビル（大阪府）の屋上樹

苑が約50年を経て地上の公開空地に移植され，そこにはかつての

「屋上庭園」の存在を示す標識が設置されるなど「記憶の継承」と

も呼べる方策が新たな観点として表れており，屋上緑地の残存・

消滅プロセスはより広い枠組みで捉えることが可能と思われる。

このあたりは今後の研究課題としたい。 
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